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神奈川県鎌倉市

被 上 告 人

上記 当事者間の東京高等裁判所平成 28年 (行 コ)第 325号 神奈川 県議会議員

政務活動費不正受給確認請求事件について,同裁判所が平成 29年 7月 10日 に言

い渡 した判決に対 し,上告人か ら上告があった。 よって,当 裁判所は,次の とお り

判決する。

主     文

交 付 平成30年 11月 16目

裁 判 所 害 記 官

言 渡
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原判決を破棄 し,第 1審判決を取 りl′ 1当す。

被上告人の請求を棄去「する。

訴訟の総費用は被上告人の負担 とする。

理     由

上告代理人島崎友樹ほかの上告受理申立て理由について

1 本件は,神奈川県 (以下 「県」とい うc)の 住民である被上告人が,県議会

の会派である自由民主党神奈川県議会議員団 (以下 「本件会派」 とい う。)が平成

23年度 (た だし,平成 23年 4月 分を除 く。以下同じ。)か ら同 25年度まで

(以下 「本件各年度」 とい う。)に交付を受けた政務調査費及び政務活動費 (以

下,併せて 「政務活動費等」とい う。)に 関し,収支報告書に支出として記載され

たものの一部は実際には支出されていないから,本件会派はこれを不当利得 として

県に返還すべきであるにもかかわらず,上告人はその返還請求を違法に怠っている

として,地方自治法 (以下,後記の改正の前後を通 じて 「法」とい う。)242条

の 2第 1項 3号に基づき,上告人を相手として,上告人が本件会派に対する不当利

得返還請求権の行使を怠ることが違法であることの確認を求める住民訴訟である。

2 原審の適法に確定した事実関係等の概要は,次のとお りである。

(1)平成 24年法律第 72号による改正前の法は,普通地方公共団体は,条例の

定めるところにより,そ の議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部 と

して,その議会における会派又は議員に対 し,政務調査費を交付することができ ,

その交付の対象,額及び交付の方法は条例で定めなければならないとし (法 100

条 14項),政務調査費の交付を受けた会派又は議員は,条例の定めるところによ

り,当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとしていた

(同条 15項 )。 平成 24年法律第 72号による法の改正により,政務調査費の名

称が 「政務活動費」に改められ,その交付 目的についても「議会の議員の調査研究

その他の活動に資するため」とされ (法 100条 14項 ),議 長は政務活動費の使

途の透明性の確保に努めるものとされた (同条 16項 )c
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12)上記の法の定めを受けて,神奈川県議会政務活動費の交付等に関する条例

(平成 13年神奈川県条例第 33号。平成 25年神奈川県条例第 42号による改正

前の題名は 「神奈川県議会政務調査費の交付等に関する条例」.以下,同改正前の

ものを 「旧条例」,同改正後のものを 「新条例」といい,併せて 「新旧条例」とい

う。)は ,政務活動費等について,大要,以下のとお り規定している。

ア 政務活動費等は,議会の会派及び議員に交付 し,その額は議員 1人当たり月

額 53万円とする。その交付の方法は,会派ごとに,会派に交付する方法,議員に

交付する方法,会派及び議員に交付する方法のいずれかによるものとし,会派に交

付する方法による場合の交付額は,議員 1人 当た りの月額に当該会派に所属する議

員の数を乗 じて得た額 とする (旧条例 2条 , 3条 ,新条例 2条 , 4条 , 5条 )。

イ 政務調査費の交付の対象 となる経費は,調査研究費,研修費,会議費その他

規程で定める経費とする (旧 条例 9条 )。 なお,神奈川県議会政務調査費の交付等

に関する条例施行規程 (平成 13年神奈川県議会議長告示第 1号。平成 25年神奈

川県議会議長告示第 1号による改正前のもの)は,上記経費の一つ として資料作成

費を挙げ,そ の使途を 「会派及び議員が議会審議に必要な資料を作成するために要

する経費」と定めていた。

また,政務活動費を充てることができる経費は,調査研究費,資料作成費その他

の 11項 目の経費であり,こ のうち資料作成費の使途は 「会派及び議員が行 う活動

に必要な資料を作成するために要する経費」である (新条例 3条 ,別表し以下, こ

れ らの政務活動費等を充てることができる経費に関する新旧条例等の定めを 「使途

基準」という。 )。

ウ 知事は,政務活動費等の交付の方法等について記載 した会派届の提出があっ

た旨の通知を議長から受けたときは,速やかに,当 該年度に係る政務活動費等の交

付の決定を行い,当該決定を受けた会派の代表者及び議員から当該決定に係る政務

活動費等の請求があったときは,原則 として毎月 16日 に当該月分の政務活動費等

を交付するものとする (旧条例 6条 , 8条 ,新条例 8条 , 10条 )c
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工 会派の代表者及び議員は,当該年度に係る政務活動費等の収入額,支出額 ,

残額その他規程で定める事項を記載 した収支報告書及び当該収支報告書に記載され

た政務活動費等による支出に係る証拠書類等の写 し (以下,併せて 「収支報告書

等」とい う。)を翌年度の 5月 15日 までに議長に提出するものとする (旧 条例 1

2条 1項 ,新条例 13条 1項 )。

オ 会派及び議員は,当該年度において交付を受けた政務活動費等の総額から,

当該年度において行った政務活動費等による支出 (前記イの経費に係る支出をい

う。)の総額を控除して残余がある場合には,当該残額に相当する額を翌年度の 5

月 31日 までに返還 しなければならない (旧 条例 13条 1項 ,新条例 14条 1項。

以下,こ れ らの規定を 「本件返還規定」とい う。 )。

(3)県は,本件各年度において,本件会派に対 し,会派に交付する方法により,

月額 53万円に本件会派に所属する議員の数を乗 じた額の政務活動費等を毎月交付

した。その額は,平成 23年度が 2億 5334万 円,同 24年度が 2億 6606万

円,同 25年度が 2億 6712万 円であった。

(4)本件会派は,本件各年度において,交付を受けた政務活動費等について,毎

月一定額を所属する議員に直接交付 し,当該議員に対 し,四 半期ごとに支出伝票 ,

出納簿,支出を証する証拠書類等の提出を求めていた。

本件会派に所属 していた議員である上告補助参加人は,第 1審判決別紙記載のと

お り, 11回にわた り,資料作成費 (県政 レポー トの印刷代)と して合計 518万

8050円 の支出 (以下 「本件各支出」とい う。)を したとして,支出伝票,領収

証,成果物等を本件会派に提出した。その内訳は,平成 23年度が 158万 760

0円 ,同 24年度が 229万 6350円 ,同 25年度が 130万 4100円 であっ

た。 しかしながら,本件各支出は実際には存在せず,上記領収証は虚偽の内容のも

のであつた。

(5)本件会派が,本件各年度について県議会議長に収支報告書を提出して報告 し

た政務活動費等の収入額 (預金利子を含む。)及び支出額は次のとお りであり,そ
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の支出額の うち資料作成費の額には本件各支出に係るものが含まれていたc

ア 平成 23年度政務調査費

収入合計額  2億 5334万 0234円

支出合計額  2億 6568万 5163円 (う ち資料作成費 563万 6344円 )

イ 平成 24年度政務活動費等

収入合計額  2億 6606万 0409円

支出合計額  2億 8460万 3062円 (う ち資料作成費 605万 2390円 )

ウ 平成 25年度政務活動費

収入合計額  2億 6712万 0318円

支出合計額  2億 7565万 5553円 (う ち資料作成費 637万 7528円 )

3 原審は,上記事実関係等の下において,要旨次のとお り判断 して,被上告人

の請求を認容すべきものとした。

収支報告書における所定の支出が実際には存在 しない場合において,架空の領収

証を用いるなどして政務活動費等を取得することは,法及び新旧条例等の定めから

認められる政務活動費等の使途の透明性の確保 とい う趣旨に著 しく反 し,特段の事

情のない限 り,当該支出分に対応する政務活動費等を取得する法律上の原因はない

と解するのが相当である。本件においては,実体と合致 しない虚偽の内容の領収証

をもって政務活動費等として金員を取得 しようとしたものとい うべきであり,本件

各年度における収支報告書上の支出の総額から本件各支出の額を控除 した額は政務

活動費等の交付額を上回っているものの,上記特段の事晴は認められない。実体 と

合致 しない本件各支出について本件会派が政務活動費等を取得する法律上の原因は

なく,本件各支出分は不当利得として返還 されるべきである。

4 しかしながら,原審の上記判断は是認することができない。その理由は,次

のとお りである。

(1)新 旧条例によれば,政務活動費等は月ごとに交付されるが,その交付の決定

は年度ごとにされ,収支報告書の提出も年度ごとに行 うこととされているところ ,
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法及び新旧条例は,政務活動費等の使途を限定しているから,当該年度において交

付を受けた政務活動費等の うち,上記使途に適合した支出に充てなかった残余があ

る場合には,当該残額はこれを保持する法律上の原因を欠 くものとして,不 当利得

として返還されるべきこととなる。本件返還規定は,こ のような場合に不当利得返

還義務が発生することを明確にしたものであると解 される。

また,新 1日 条例は,具体的な使途を個別に特定した上で政務活動費等を交付すべ

きものとは定めてお らず,知事が年度ごとに交付の決定を行い,当該決定に基づい

て月ごとに一定額を交付 した上で,事後に収支報告書等を提出させて使途を明らか

にさせ,使途基準に適合 した支出に充てなかった残額がある場合にはこれを返還 さ

せることにより,交付 した政務活動費等が使途基準に適合 した支出に充てられるこ

とを確保 しようとするものといえる。 さらに,新旧条例は,収支報告書上の支出の

総額が当該年度の交付額を上回ることを禁ずるものとは解 されず,その支出の総額

が交付額を上回る場合に,収支報告書上,支 出の総額の うちどの部分について政務

活動費等を充てるのかを明らかにすることを求めているものとも解 されない。そ う

すると,以上のような条例の定めの下では,政務活動費等の収支報告書に実際には

存在 しない支出が計上されていたとしても,当該年度において,使途基準に適合す

る収支報告書上の支出の総額が交付額を下回ることとならない限 り,政務活動費等

の交付を受けた会派又は議員が,政務活動費等を法律上の原因なく利得 したとい う

ことはできない。

したがって,新旧条例に基づいて交付された政務活動費等について,その収支報

告書上の支出の一部が実際には存在 しないものであっても,当該年度において,収

支報告書上の支出の総額から実際には存在 しないもの及び使途基準に適合 しないも

のの額を控除 した額が政務活動費等の交付額を下回ることとならない場合には,当

該政務活動費等の交付を受けた会派又は議員は,県に対する不当利得返還義務を負

わないものと解するのが相当である。

12)前記事実関係等によれば,本件会派の本件各年度における各収支報告書上の
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支出の総額から本件各支出を控除した額は,それぞれの年度における政務活動費等

の交付額を下回ることとはならず,本件会派が不当利得返還義務を負 うものとはい

えない。

5 以上と異なる原審の判断には,判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違

反がある。論旨はこの趣 旨をい うものとして理由があ り,原判決は破棄を免れな

い。そして,以上に説示したところによれば,被上告人の請求は理由がないから,

第 1審判決を取 り消 し,同請求を棄却すべきである。

よって,裁判官全員一致の意見で,主文のとお り判決する。

最高裁判所第二小法廷

裁判長裁判官     菅   野   博   之

裁判官     鬼   丸   か お る

裁判官  山 本 庸 幸

裁判官     三   浦       守
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第 1 は じめに

1ヽ 原判決は、政務調査費又は政務活動費 (以 下、両者 を併せて 「政務活動

費等」 とい う。 )に ついて、収支報告書における所定の支出が存在す る場

合の扱い と、存在 しない場合の扱いを区別 し、前者 と後者で異なった結論

を導いている。

2 すなわち、収支報告書における所定の支出が客観的に存在す る場合には、

「当初の収支報告書を記載 した ときに、当該支出が使途基準に従った支出

に該 当するか否かが必ず しも明確でなくても、後に、当初の収支報告書に

記載 した経費に誤 りがあった としてその記載 を訂正す ることができる余地

があ り、当該訂正の結果、政務活動費等に残余が生 じた ときは、これ を当

初の収支報告書に記載 された政務活動費等の金額を超 える経費の部分に充

当す ることが許 されないわけではない」 (13頁 12～ 19行 日)と す る。

この指摘 自体は、当を得ている。

これに対 して、政務活動費等による支出に係 る証拠書類等が虚偽である

な ど、現実の支出を伴わない架空の領収書を添えて収支報告書が提出され

ている場合においては、 「そもそも、政務活動費等の対象 と位置付けるこ

とができる前提 を欠いているものであつて、このよ うな場合にまで、収支

報告書における所定の支出が客観的に存在す る場合 と同様の扱いを認める

ことは、 1日 法、現行法及び本件新 旧条例等の定めか ら認 められ る政務活動

費等の使途の透明性の確保 とい う趣 旨に著 しく反 し、政務活動費等 として

の実体がない金員の取得に対 しても、政務活動費等の形式を用いることで、

上記の政務活動費等の制度が全 く予定 しない金員の取得に正当な理由を与

えることとな りかねない」、 「このような架空の領収証を用いて、現実に

ない支出分に表見的に対応 した政務活動費等 として金員を取得す ることは、

およそ、政務活動費等の対象 とな り得ない ものについて、その形式を濫用

0
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して、理由なく金員を取得す る違法な行為 といわざるを得ない」

2`～ 14頁 14行 日)と 判示す る。

(14頁

3 しか しなが ら、かかる判断は、政務活動費等の制度を規定す る地方 自治

法 100条 14項及びそれ を受けて制定 された神奈川県議会政務活動費の

交付等に関す る条例 (以 下、この条例のことを 「新条例」 (乙 1)、 平成

25年 条例第 42号 による改正前の神奈川県議会政務調査費の交付等に関

する条例のことを 「旧条例」 (乙 2)と い う。 )の解釈に関す る重要な事

項に誤 りがあ り、また、過去の判例 と相反す るものであることか ら、破棄

を免れない。以下、詳述す る。

第 2 原判決における法令 (条例 )の解釈に関する重要事項の誤 り

原判決は、 「県は、本件会派に対 し、 (中 略)不 当利得返還請求権 を有す

るもの と認められ るか ら、控訴人が本件会派に対 して、当該請求権の行使 を

怠 る事実は違法」であると判示 した (17頁 19～ 21行 日)。

そこで、以下、神奈川県 (以下 「県」 とい う。 )と 自由民主党神奈川県議

会議員 団 (以下 「本件会派」 とい う。 )と の間において、不当利得返還請求

権の問題が存在 しないことについて敷街す る。

1 新条例 14条 (旧 条例 13条 )の規定

政務活動費の返還の要否を規律す る新条例 14条 1項 は、 「会派 (中 略 )

は、当該年度において交付を受けた政務活動費の総額か ら、当該年度におい

て行った政務活動費による支出 (第 3条 に規定す る経費に係 る支出をい う。 )

の総額 を控除 して残余がある場合には、当該残額に相当す る額 を (中 略)返

還 しな ければならない」 と規定す る (政務調査費における旧条例 13条 1項

も同内容の規定であ り、新条例 3条 に相 当す る規定 として 旧条例 9条 があ
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る)。

すなわち、同条では、県か ら会派に対す る交付額 と、会派の当該年度にお

いて行 った政務活動費による支出 (第 3条 に規定す る経費 に係 る支 出をい

う。)の総額 (支 出総額)を 比較 し、前者が後者 を上回る場合 (残余がある

場合)は 、会派に返還義務が生 じる一方、前者が後者 を下回る場合 (残余が

ない場合)は 、会派に返還義務が生 じないことを規定 している。 【図 1参照】

【図 1】 県からの交付額と会派の支出総額との比較

(事例 1)県から会派に対する交付額が会派の支出総額を上回る場合

会派の

支出総額

→ 残余あり

↓

会派は県に返還

→ 残余な し

↓

返還義務な し

>

(事例 2)県 か ら会派に対す る交付額が会派の支出総額 を下回る場合

<

2 県が新条例 14条 (旧 条例 13条 )を 定めた趣 旨と同条にいう支出総額の

意味

1に記載 した とお り、政務活動費の返還の要否は、 「交付を受けた政務活

動費の総額」か ら、 「政務活動費による支出 (第 3条 に規定す る経費に係 る

支出をい う。 )の総額」 (支 出総額 )を 控除 した結果、残余があるか否かに

よる。 しかるに、原判決は、控除対象である 「政務活動費による支出 (第 3

条に規定する経費 に係 る支出をい う。 )の 総額」の解釈 を誤 り、収支報告書

における所定の支出が架空のものであ り存在 しない場合において、上記の残
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余がないにもかかわらず会派に返還義務を負わせている。そこで、以下、

「政務活動費による支出 (第 3条 に規定する経費に係る支出をいう。)の総

額」の解釈について述べる。

そもそも、地方自治法において政務活動費等の制度を認めた趣旨は、政務

活動費等の使途の透明化を確保しつつ、議会の審議能力を強化し、議員の調

査研究活動の基盤の充実を図ることにある。かかる趣旨からすれば、議員の

調査研究活動に要する経費については、できる限り公費で賄われるのが望ま

しいといえる。また、使途基準に従った経費にあたるか否かは経費の支出時

点で必ずしも一義的に明確に判断できるとはいえず、支出した経費が後に新

条例 3条 に規定する経費に当たらない不適切な経費であると判明した場合、

そのことだけで直ちに不適切とされた金額を返還させるような制度では、新

条例 3条に規定する経費 (「県政の課題を把握し、県民の多様な意見を県政

に反映させるための活動に必要な経費」)の支出を萎縮させてしまう。

そこで、県は、①議員の調査研究活動に要する経費が、できる限り公費で

賄われるのが望ましいこと、②かかる経費の支出が萎縮しないようにするこ

と、という議会の審議能力の強化及び議員の調査研究活動の基盤充実の強い

要請から、政務活動費等の交付 。返還に関し、以下の制度を採用した。

まず、上記の要請から、県では、会派又は議員が当該年度の政務活動に要

した支出の総額を収支報告書に記載させる方式 (以下 「総額記載方式」とい

う。)を採用している。この総額記載方式のもとでは、収支報告書の支出合

計額が収入合計額 (政務活動費等の交付額)を 上回ることが当然に想定され

ることとなる。すなわち、収支報告書に記載された支出総額には、政務活動

費等として交付された金員を超える金額が、自己負担となるか否かの財源の

区別なく含まれる。

さらに、新条例 14条では、政務活動費等として交付された金員を超える

金額が、自己負担となるか否かの財源の区別をすることなく「政務活動費に
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よる支出 (第 3条 に規定する経費に係 る支出をい う。 )の総額」 (支 出総額 )

に含まれ るとした上で、県か ら会派に対す る交付額 と会派の支出総額を比較

し、前者が後者 を上回る場合 (残余がある場合)は、会派に返還義務が生 じ

る一方、前者が後者 を下回る場合 (残余がない場合 )は 、会派に返還義務が

生 じない旨を規定 している。

以上の とお りであ り、県は、議会の審議能力の強化及び議員の調査研究活

動の基盤充実 とい う強い要請か ら、新条例 14条 を制定 したのである。 よっ

て、新条例 14条 にい う控除対象である 「政務活動費による支出 (第 3条 に

定める経費に係 る支出をい う。)の総額」 (支出総額 )と は、支出後に不適

切な経費であることが判明 した場合にあっても、 自己負担 となるか否かの財

源の区別なく収支報告書に記載 された支出総額か ら不適切経費を除いた残余

全体を意味す る。

なお、総額記載方式では、収支報告書に記載 された支出総額に係 る全ての

領収書その他の証拠書類 (以 下 「証拠書類等」 とい う。)の写 しが議長に提

出され (議長 か ら知事へ も送付 され る)、 議長か ら送付 を受 けた知事は、

個々の支出の金額 を積算 し、収支報告書に記載 された支出合計額 と一致する

ことを確認す る。 これに加 えて、県では、証拠書類等の写 しも情報公開条例

による閲覧又は写 しの交付の対象 となっていることか ら、収支報告書のみな

らず証拠書類等の写 しも一般の閲覧に供 される。 したがって、新条例 14条

にい う控除対象である 「政務活動費による支出 (第 3条 に定める経費に係 る

支出をい う。)の総額」の意味を上記のよ うに解釈 しても、政務活動費等の

使途の透明化は確保 され る。

3  原半ll,央の言呉り

原判決は、収支報告書における所定の支出が存在す る場合 と、存在 しない

場合の扱いを区別す る。

ハ
い
）



原判決は、 「現実の支出を伴わない架空の領収証を添えて収支報告書が提

出されている場合においては、そもそ も、政務活動費等の対象 と位置付ける

ことができる前提 を欠いている」 (14頁 1～ 3行 日)と 指摘するが、こう

した架空の領収証に対応す る経費は、 「県政の課題 を把握 し、県民の多様な

意見を県政に反映 させるための活動に必要な経費](新 条例 3条 1項 )に該

当しない不適切なものとして、政務活動費等の対象か ら除外 され ることを意

味す るにとどま り、それがただちに返還義務の存在につながるものではない。

原判決の考え方は、所定の支出が存在 しない場合において、新条例 3条 に

定める経費であ りなが ら、交付 された金額に収ま らず 自己負担 とせ ざるを得

なくな るものの存在を全 く無視す るものである。すなわち、新条例 14条 の

存在 を完全に捨象 して、所定の支出が存在 しないことが判明 した場合には、

無条件 にその金額 をそのまま返還すべきとするものである。 このよ うな解釈

は、県が、議会の審議能力の強化及び議員の調査研究活動の基盤充実のため

にわざわざ新条例 14条 を制定 したことを完全に見過 ごしている。

この ように、県が、議会の審議能力の強化及び議員の調査研究活動の基盤

充実 とい う強い要請から新条例 14条 を制定 したことか らすれば、所定の支

出が客観的に存在するもののその支出が使途基準に適合 しない場合 と、そも

そ も所 定の支出が客観的に存在 しない場合 とを、区別す る理由は全 くない。

そ もそも所定の支出が客観的に存在 しない経費が判明 した場合であっても、

こうした経費を政務活動費等の対象か ら除外 した後の会派の支出総額 と、県

か らの交付額 とを比較 した結果、残余がある場合は会派に返還義務が存在 し、

残余が ない場合は会派に返還義務が存在 しない とい うことに尽きるのである。

【図 2参照】
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【図 2】 所定の支出が存在する場合と存在しない場合の比較

(事例 3)所定の支出が客観的に存在するが、使途基準に適合 しない場合
→ 対象か ら除外

＜
一

→ 残余な し

↓

返還義務な し

対象か ら除外

(事例 4)所定の支出が客観的に存在しない場合

残余な し

↓

返還義務な し

仮に、原判決の とお り、本件において、県が本件会派に対 し不当利得返還

請求権を有することになれば、県か らの交付額 と、会派の支出総額 との比較

において、残余が存在 しないにもかかわ らず、会派は県に対 し返還義務 を負

うことになって しま う。 しか しなが ら、そ うなると会派は、支出総額が県か

らの交付額を上回っているにもかかわ らず、本来充当されるべき政務活動費

等が充当されず、政務活動費等の制度の 「議員の調査研究活動の基盤 の充実

を図る」 とい う趣 旨に著 しく反す る結果 となって しま う。

4 会派交付について

さらに、地方 自治法 100条 14項 は、政務活動費等の交付対象 につい

て、会派又 は議員 と規定 してお り、その趣 旨は、政務活動 には、会派 とし

ての活動 と議員 としての活動 の両面があるか らである。そ こで、神奈川県

議会では、政務活動費等の交付の方法として、①会派、②議員、③会派及

び議員に交付する方法の 3通 りを定めており (新条例 5条、 1日 条例 3条 2

＜
〓

∩Ж
∪

県か ら

会派に対する
交付額

会派の

支出総額
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項)、 そのうちいずれかの方法を会派が選択できるようになっている (新

条例 6条 1項 5号、 1日 条例 4条 1項 5号 )。

本件において、本件会派は①会派に交付する方法を選択 し、県から一括

して交付を受けた政務活動費等を、会派及び所属議員の政務活動の経費の

中村省司県議会議員 (以 下 「補助参加人」 とい う。)が 、県政 レポー トの

印刷 を前提 とす る支出が存在 しないにもかかわ らず、架空の領収書を本件会

派に提出 していた としても、その提 出された架空の領収書に外形的な瑕疵が

存在 しない場合、会派及び他の所属議員は、その事実を容易に知 ることはで

きない。原判決の結論は、補助参加人の不適切支出を除いたその余の会派及

び他の所属議員 における適切な支出について政務活動費等を充当す るとい う

要請 を無視するものである。 これでは、会派及び他の所属議員の適切な経費

の支出が萎縮 されて しま う。県が、経費の支出を萎縮 させないことをもって、

議会の審議能力の強化及び議員の調査研究活動の基盤充実を図った趣 旨に真

っ向か ら反する。

もとより原判決のとお り、架空の支出に対 して、政務活動費等を充当す る

ことは、当然許 されるものではないが、政務活動費等の対象か ら架空の支出

を除外 した後の本件会派の支出総額が県か らの交付額を上回っている本件に

おいては、補助参加人 と本件会派 との間において、解決が図 られ る問題であ

るといわざるを得ない。

5 小括

以上のとお り、原判決は、補助参加人が行った行為の悪質性に着 目して政

務活動費等の使途の透明性の確保 を重視す るあま り、地方 自治法 100条 1

4項及びその規定を受けて制定 された新条例 14条 (旧 条例 13条 )の 規定

の解釈 を大きく誤 っている。原判決は、法令 (条例)解釈に関す る重要な事
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に誤りがあるといわざるを得ず、破棄を免れない。

架空経費のあつた場合においても、政務活動費等の使途の透明性の確保は

総額記載方式で十分に果 され ることは、既に述べた とお りである。

杉並区議会の判例 との相反

高裁判決の存在

本件のよ うに、不適切な経費であることが判明 した場合 に、その経費に

相当する額について、地方公共団体の当該議会の会派に対す る不当利得返

還請求権が成立す るか否か とい う判断を直接に判示 した最高裁判所判決は

しか し、杉並区議会の事案に関 し、次の とお り高等裁判所の判決がある。

事案の概要

杉並区議会の事案は、杉並区議会のある議員が平成 24年 の政務調査費

として 192万 円の交付 を受け、同年度に 192万 3034円 の支出があ

ったと報告した後、事務所家賃の一部として支出された 25万 5000円

が違法支出であることを理由に住民訴訟が提起され、その後、議員は、 2

5万 5000円 を除外 して、支出総額を 166万 8034円 とす る収支報

告書を提出 して 25万 1966円 を返還 したが、これについて、原告が、

3034円 は確定的に私費で負担 したものであ り、支出総額は 166万 5

000円 が正 しい として、差額の 3034円 の返還を求めて提起 した住民

訴訟である。

3 裁判所の判断

(1)こ れ について、東京地裁 (平成 27年 2月 26日 判決 (乙 12))

は、次の各点を判示 して、原告の主張を退けた。
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①  「本件条例は、」 「政務調査費の交付を受けた議員が調査研究の
｀ ためにその交付額を上回る経費を支出する場合があることは当然に

想定しているものと認めることができる。」

②  「出納簿の様式として、」「いずれも支出が収入を上回った場合
に科 目の うちの どの部分 を私費で負担す る

・
のかを明示す るよ うな体

裁にはなって」いない。

③  「当初の報告書や出納簿に記載した政務調査費の金額を超える経費
の部分を確定的に私費負担 とする旨の規定や、そのことを前提 とする

規定は見当たらない。」

④  「本件条例等は、」 「政務調査費に残余が生じた場合に、これを当

初の報告書や出納簿に記載された政務調査費の金額を超える経費の部

分に充当することを許容するものであると解される。」

2)ま た、同事件の控訴審において、東京高等裁判所第 23民事部 (平成

27年 (行 コ)第 110号 政務調査費返還請求控訴事件判決 平成 27

年 9月 17日 (乙 13))は 、 「報告書に交付額 よ りも多い支出額の記載

を認める場合 において、支出の一部が取 り消 された ときは、当然に、取

り消 された部分の全額を返還 させ るものとする取扱いをすれば、議員に

おいて、条例 に規定する使途基準に従った支出に当たるか否かをより慎

重に検討 して報告書の記載をするようになる可能性はあると見込まれる。

しか し、本件条例、本件規則等杉並区の政務調査費に係 る諸規定に上記

のような取扱いを前提 とするものがあるといえない」 「そ して、上記使

途基準に従った支出に当たるか否かは必ず しも一義的に明確であるとは

いえず、上記 のような取扱いは、場合により、議員に不測の負担を生 じ

させ ることもあるといえ、議員の調査研究活動の基盤の充実を図るとい

う政務調査費制度の 目的に反す る面があ り得 ることをも考慮すれば、上

11



記のような取扱いをしないことが直ちに違法であると解す ることはでき

｀
ず、本件金員 につき上記のよ うな取扱いをしないことを違法 と解すべき

と述べ て、住民か らの控訴

を棄却 した。

)小括

上記の事案に係る判例は、使途基準以外の使途に充てた額すなわち政務

場合について、その除外すべき額が直ちに返還を要す る額になるのではな
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く、`その除外すべき額から自己負担額を控除した差額が返還を要する額で

あることを認めている。

これは、政務活動費等の対象から除外すべき額が、
・
会派又は議員の自己

負担額以下の場合は、その除外すべき額から自己負担額を控除した差額が

【図 3しないため、不当利得返還義務が存在しないことを意味する。

】政務活動費等の対象から除外すべき額と自己負担額の比較

自己負担額 を上回る場合5.)政務活動費等の対象から除外すべき額が、

(=県 か らの交付額が会派の支出総額 より上回る場合 )

会派の 自己負担額

県から

会派に対する

交付額

残余 =返還額
<

>
会派の

支出総額

12



会派の

支出総額

)政務活動費等の対象か ら除外すべき額が、自己負担額以下の場合

県か らの交付額が会派の支出総額 より下回る場合 )

>

残余な し

↓

返還義務な し

に係る東京高等裁判所の判決は、架空の支出の事案でも妥当す

べきである。

は、地方自治法 100条 14項及びその規定を受けて制定さ

例の解釈に関する重要事項に誤 りがあり、また、過去の高等

以  上

13

＜
〓

会派の自己負担額

県か ら

会派に対する

交付額
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